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参考 





１ 策定の趣旨                               

新型コロナウイルス感染症やウクライナ情勢の収束が未だに見えない状況の中、第六次多

賀城市総合計画に掲げる将来都市像「日々のよろこびふくらむまち 史都多賀城」の実現に

向け歩みを着実に進めていくために、中期的な視点に立った財政見通しを策定するものであ

る。 

 

２ 前提条件                                

この中期財政見通しは、将来の財政経営に大きな影響を与える要素を整理した上で、現

下の地方財政制度や社会保障制度を基本とした財政見通しとする。今後、改正が予定されて

いるものについては、制度改正が明確になっている部分について、可能な範囲で影響額を見

込んで推計している。 

(1) 基本条件について 

ア 令和５年１月１日現在の状況を基に推計 

イ 令和５年度から令和９年度までの５年間の推計 

ウ 現行の事務事業の水準を維持することを前提として推計 

エ 国・県の財政支援や地方交付税等、詳細が不明な要素については、現状把握しうる情

報で推計 

オ 支出見込額が多額な項目及び今後大きな変動が見込まれる項目を中心に推計し、そ

れ以外の項目については、令和５年度一般会計当初予算額を基準に推計 

カ 災害公営住宅に係る家賃低廉化事業及び特別家賃低減事業による歳入は、充当額を

差し引いた額を財政調整基金に積み立てることとして推計 

(2) 公共施設等の長寿命化対策の除外について 

 第六次多賀城市総合計画に掲げた「公共施設のあり方」に基づき、整備・維持管理

に係る費用を縮小しつつも、施設機能を強化充実させる「縮充」の方針のもと、個々

の施設整備計画と公共施設等総合管理計画の双方を令和５年度に見直す予定としてい

ることから、前回推計に引き続き、既存の公共施設等総合管理計画に定める、未着手

又は予算計上していない公共施設等の長寿命化対策に係る事業費については、今回の

推計からは除外した。 

 

(3) 歳入について 

ア 市税は、人口減少の影響や現状見込まれる制度改正等を踏まえて算出した令和５年

度一般会計当初予算額を踏まえて推計 

イ 地方譲与税、県税交付金、地方特例交付金等は、令和５年度一般会計当初予算額と

同額で推計 

ウ 地方交付税及び臨時財政対策債は、現行制度の内容で継続されることを前提として

推計 

エ 国・県支出金は、扶助費、普通建設事業費等に対する現行の補助率が維持されるこ

ととして、歳出事業費に合わせて推計 

オ 市債は、現行の充当率が維持されることとして、歳出事業費に合わせて推計 

カ その他、新型コロナウイルス感染症や昨今のエネルギー・食料品等の物価高騰等の影

響を正確に見込むことは困難であるため、その影響額を盛り込まず推計 

 

(4) 歳出について 

ア 人件費は、現状の職員数を基本として推計 
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イ 扶助費は、令和５年度一般会計当初予算額を基準に、主な事業の増減を考慮して推

計 

ウ 公債費は、既存の市債元利償還額に加え、令和５年度実施計画事業として位置付け

た事業に係る普通建設事業等に伴う新規市債の発行見込額による市債元利償還額を加

味して推計 

エ 普通建設事業費においては、令和５年度実施計画事業として位置付けた事業の計画

額を基に推計 

オ その他の歳出は、令和５年度一般会計当初予算額を基準に、主な事業の増減を考慮

して推計 

カ その他、新型コロナウイルス感染症や昨今のエネルギー・食料品等の物価高騰等の影

響を正確に見込むことは困難であるため、その影響額を盛り込まず推計 
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３ 歳入・歳出の見通し                          

 

(1) 主な歳入見込み 

・ 市税について、令和５年度は、税制改正や固定資産税における新築家屋の増などの見

込みを立てたことにより、令和４年度に比べ微増するものと見込む。令和６年度以降

は、市民税が生産年齢人口の自然減などにより、ゆるやかな減少を見込む。 
・ 国・県支出金は、生活保護扶助事業、施設型給付費等支給事業等の扶助費が増加する

ものの、その他事業の進捗に伴う減により、全体で減額を見込む。 
・ 市債は、市庁舎耐震対策等事業及び学校環境整備事業［山王小学校］の本格化によ

り、令和６年度と令和７年度は多額の発行を見込む。 
なお、臨時財政対策債については、令和５年度は、地方財政計画に基づき令和４年度

発行可能額と比べ大幅な減額となり、令和６年度以降も引き続き同額程度で推移するも

のと見込む。 
◆表１ 市税収入の見通し 

 

◆表２ 歳入の見通し 

 

 

※市税には、条例減免及び課税免除等による地方税の減収補填分として交付される震災復興特別交付税を含む。 

3



(2) 歳出の主なもの 

・ 扶助費は、生活保護扶助事業、施設型給付費等支給事業等における増加傾向により、

増額を見込む。 

・ 繰出金は、介護保険特別会計におけるサービス利用者の増などにより、増額を見込

む。 

・ 普通建設事業費は、市庁舎耐震対策等事業、学校環境整備事業［山王小学校］、特別

史跡多賀城跡復元整備事業等の実施により、令和５年度から令和７年度にかけて多額の

支出を見込むが、前提条件の公共施設等長寿命化対策の推計除外により、令和８年度

以降、減額を見込む。 

・ その他の歳出は、多賀城創建１３００年記念関連事業の実施により、令和５年度及び

令和６年度に部分的な増を想定するものの、全体としては、令和５年度以降、概ね同程

度の規模での推移を見込む。 

 

◆表３ 歳出の見通し 
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◆表４ 中期財政見通し（令和５年度～令和９年度） 
 

 
※市税には、条例減免及び課税免除等による地方税の減収補填分として交付される震災復興特別交付税を含む。 
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４ 各年度の歳入・歳出の特徴                       

 
(1) 令和５年度 

○歳入について 

・ 市税は、税制度の改正や固定資産税について、新築家屋の増傾向があること等によ

り、増額を見込む。 
・ 市債は、市庁舎耐震対策等事業の事業実施時期の見直しや地方財政計画に基づき、

臨時財政対策債の発行可能額が令和４年度と比較し大きく減したことから、減額を見

込む。 
・ その他の歳入は、文化センター改修事業への基金繰入金の減額などにより、減額を

見込む。 
○歳出について 

・ 扶助費は、生活保護扶助事業、施設型給付費等支給事業等の増により、増額を見込

む。 
・ 繰出金は、介護保険特別会計におけるサービス利用者が増加傾向にあることによ

り、増額を見込む。 
・ 普通建設事業費は、防災情報管理事業、学校環境整備事業［山王小学校］等を実施

する一方、文化センター改修事業の進捗等により減額を見込む。 
 
(2) 令和６年度 

○歳入について 

・ 市税は、個人市民税において、生産年齢人口の自然減により、減額を見込む。 
・ 市債は、市庁舎耐震対策等事業、学校環境整備事業［山王小学校］及び特別史跡多

賀城跡復元整備事業の実施により増額を見込む。 
○歳出について 

 ・ 扶助費は、生活保護扶助事業、施設型給付費等支給事業等の増により、増額を見込

む。 

・ 普通建設事業費は、市庁舎耐震対策等事業、学校環境整備事業［山王小学校］及び

特別史跡多賀城跡復元整備事業の本格化により、増額を見込む。 

 

(3) 令和７年度～令和９年度 

○歳入について 

・ 市税は、生産年齢人口の自然減による個人市民税の減により、減額を見込む。 
・ その他の歳入は、事業進捗に応じた基金繰入額の減により、減額を見込む。 

○歳出について 

・扶助費は、施設型給付費等支給事業の増により、増額を見込む。 
・普通建設事業費は、市庁舎耐震対策等事業及び学校環境整備事業［山王小学校］によ

り、令和７年度は大きな支出を見込むが、前提条件の公共施設等長寿命化対策の推計

除外により、令和８年度以降は減額を見込む。 
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５ 前回推計値（令和４年度～令和８年度）との比較                   

  前回報告した中期財政見通し（令和４年度から令和８年度まで）と比較すると、財源

不足に対応する財政調整基金残高については、前回の令和７年度での枯渇から令和８年

度で枯渇する見込みとなった。 

昨年度に引き続き、未着手又は予算化していない公共施設等の長寿命化対策を除外した

ものの、扶助費の増加傾向などにより厳しい推計となっている。 
以下、歳入・歳出における前回推計からの主な相違点を記載する。 

 

【歳入】 

   ・市庁舎耐震対策等事業の津波浸水対策、母子健康センターの老朽化対策及び学校環

境整備事業［山王小学校］の実施により、市債及び基金繰入金が大幅に増となっ

た。 

・国の令和４年度第二次補正予算等による妊婦・子育て家庭への伴走型相談支援と経

済的支援施策の実施に係る国庫補助金や県補助金が純増となった。 
 

 【歳出】 

   ・市庁舎耐震対策等事業の津波浸水対策、母子健康センターの老朽化対策及び学校環

境整備事業［山王小学校］の実施により、普通建設事業費が大幅に増となった。 

・国の令和４年度第二次補正予算等による妊婦・子育て家庭への伴走型相談支援と経

済的支援施策の実施に係る補助費等が純増となった。 
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６ 推計から見える課題                            

  本市の財政状況は、人口減少や少子高齢化による社会福祉経費の一層の増加が見込ま

れることを考慮すると、将来にわたって持続的な行財政経営を維持するために、更なる

収支の改善を図っていくことが喫緊の課題である。 

令和５年度当初予算にあっては、歳出面については、全ての事業において、実施手段

の再考、民間活力の活用、事務効率化等、様々な選択肢の中から最小の費用で最善の方

策を講じることを基本として予算配分を行ったところであるが、今後ともこうした視点

を欠かすことはできない。 

特に、歳出事業の見直しについては、これから先、政策立案を進めていく上での必須

条件であり、新規事業の財源と既存事業の財源は、トレードオフの関係にならなけれ

ば、政策実現のための新しい事業を起こすことができない状況であることを留意しなけ

ればならない。 

また、市が保有する公共施設等については、第六次多賀城市総合計画の「公共施設の

あり方」に基づき、民間移管、複合・共用化・転用・集約、広域連携の推進等、住民福

祉の向上につながる公共施設に求められる機能を充実させつつ、施設規模の最適化を図

ることで歳出抑制あるいは削減につなげていく必要がある。 

  歳入面については、人口減少局面にあって生産年齢人口が減少し、高い経済成長を見

込むことが難しく、税収や地方交付税といった一般財源について、大幅な増加を見込む

ことが難しい状況にある一方、国においては地方独自の地域活性化への取組を推進して

おり、地方公共団体が緊急の防災・減災対策、脱炭素の推進又は公共施設等の適正管理

に積極的に取り組めるよう地方債資金を確保しているため、これらを最大限に活用でき

るよう、その動向を的確に把握するとともに、他の公的機関及び企業からの助成金等の

活用を模索するなど、さらなる財源の確保に努めなければならない。 

また、ふるさと・多賀城応援寄附金は、本市の魅力を全国へ発信することにより受納

できる貴重な財源であることから、さらなる歳入増に向けた取組を推進し、企業版ふる

さと納税制度の積極的な活用など、より多くの歳入の確保に向け、全庁をあげて取り組

んでいく必要がある。 

なお、当推計においては、一定の行政需要に対応する歳出予算の見込みを立てているも

のの、新型コロナウイルス対策経費や昨今のエネルギー・食料品等をはじめとした物価高

騰への対応経費など、突発的に発生する臨時的経費を見込むことは至極困難であると言わ

ざるを得ない。また社会環境が目まぐるしく変化する中で、特に歳入予算にあっては、期

待値を盛り込むことなくシビアなものとして見込まざるを得ない。したがって、財源不足

を財政調整基金で賄うという推計に留まるものである。 
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